2008年度 目黒区予算要望書
提出にあたって
自民・公明政権、小泉、安倍両内閣による「構造改革」の中で、貧富と格差がいっそう深刻になっています。年収２００万円にも満たない人が１０００万人近くに達し、定率減税の全廃、老年者控除の廃止、公的年金等控除の縮小、６５歳以上の所得１２５万円以下の非課税措置の廃止など、高齢者を中心に、たいへんな増税が押し付けられています。その影響を受け、目黒区でも増税と連動した国民健康保険料や介護保険料の引き上げによる負担増、生活保護世帯も２０００世帯を超え、区民の生活の悪化は疑いようがありません。

　このように、国の悪政による区民への影響が著しくなっているときこそ、「住民の福祉の増進を図る」本来の地方自治体の役割に立ち、とりわけ低所得者のくらし支援を強める予算編成こそ必要です。

また、国が進める「官から民へ」という民営化路線は効率性や経費削減を優先し、今まで行政と区民がつくりあげてきた保育や介護、障害福祉など住民サービスを切り崩し、公的責任を後退させるものとなっています。民営化の流れに安易にのることは許されません。
本予算要望書は、区民の切実な要望をまとめたものであり、積極的に予算編成に反映されるよう要望いたします。
2007年10月19日
目黒区長　青木　英二　様
日本共産党目黒区議団
　　　　　　　　　　　　　　　日本共産党目黒地区委員会
  重 点 要 望 
【高齢者等のくらしに対し】

１、子どもから高齢者まで全区民を対象とした保健医療福祉計画を展開していく上で、地区保健福祉サービス事務所を各地区の拠点と位置づけること。区民の身近な相談や手続きをはじめ、保健・医療・福祉の関係機関、サービス提供事務所、福祉活動団体等、各種社会資源との連携などの役割が果たせるよう体制を充実すること。
２、介護保険制度の改定により縮小したホームヘルプサービスと、現在介護保険で認められていない「通院の付き添い」「散歩、近隣施設などへの外出介助」など、生活実態に合わせたサービス提供を区独自に実施すること。その際、区独自サービスをケアプランの中に盛り込んで使えるようにすること。
３、税制改革によって苦しめられている低所得者の暮らしを守るため、所得125万円以下の区民の住民税を非課税とすること。国保・介護保険での減免制度の拡充を行うこと。

【生活保護世帯に対し】

１、生活保護の申請権を擁護し、「みずぎわ作戦」といわれているような窓口での申請妨害を行わず受理すること。
２、生活保護世帯への夏季・冬季見舞金を元に戻し、さらに充実すること。
【区民の健康を守るために】

1. ７５歳以上の高齢者に大きな負担を強いる後期高齢者医療制度については、４月からの実施を中止するとともに、制度の撤回を国に求めること。国が制度を強行した場合においても、区として高齢者の医療を守る立場で以下のことを行うこと。

1 保険料については、東京都広域連合に対して以下の要望を行うこと。「支払い可能な保険料とし、被保険者の保険料額は、応能負担を原則とし、保険料の減免措置を拡充すること」「年額１８万円以上の年金受給者からの機械的な天引きはやめること」

2 高齢者の負担や区の超過負担が生じないよう、必要な財政措置を国や東京都に求めること。また、特定検診については「国民健康保険」と同様の財政支援を求めるとともに、自己負担を徴収しないこと。

3 広域連合の施策にかかわらず、目黒区独自の保険料減免措置を策定すること。

4 滞納者に対する保険証の取り上げ、短期保険証の発行などは行わないこと。

2. 国民健康保険料の値上げに反対し、引き下げること。当面、均等割分に区負担の特例を設け引き下げること。

3. 保険証の取り上げにより、医療機関にかかれず病気の重度化が大きな社会問題となっている。窓口で１０割負担となる資格証明書の発行はやめること。短期保険証の発行にあたっては、留め置き措置は原則行わないこと。
4. 「特定健診」について

1 メタボリックシンドローム対策に限定した特定健診項目に限定せず、従来の４０歳以上健康診査項目を確保すること。とりわけ、心電図、血色素検査、クレアチニン検査など心臓病や肝臓病予防に関わる検査項目を加えること。
2 健診料金については、受信者からの自己負担は徴収しないこと。

3 特定保健指導については、健診を行った医療機関でも指導が行なえるようにすること。また、日常の診療に役立てるためにも、検査の結果を健診を行った医療機関に報告すること。

4 無保険者及び保険料の滞納によって保険証を取り上げられた区民であっても健診を保障すること。

【子育て世代に対し】

1、 妊産婦健診の無料化を１４回まで行うこと。

2、 公的保育制度の崩壊につながる認定こども園の整備は、中止すること。
3、 障害児を含めた一時保育を区として行うこと。
4、 私立幼稚園の入園料補助を増額すること。
5、 少人数学級を区独自で行うこと。さらに国の責任で少人数学級の実施と、東京都に対しては他の自治体にならい、早急に少人数学級を実現することを働きかけること。

6、 教育現場に競争原理を持ち込む国や都の学力テストについては参加をやめ、区の学力調査を中止すること。

7、 興津健康学園は、廃止しないこと。中学生を含め対象者を拡大させるとともに夏期の短期利用など行うこと。児童指導員は寄宿舎での子どもの生活指導の重要性から見て安易な非常勤化はおこなわないこと。
8、 校舎の雨漏り対策、校庭の整備、特別教室など、教育環境改善が必要な個所の修繕、改修をおこなうこと。また、多くの学校で要望が出ている雨漏り対策については、屋上の改修、校舎の外壁塗装など、緊急対策を講ずること。
【公契約に対し】

１、目黒区が発注する契約において、不当な賃金切り下げや不払い、長時間・過密労働を規制し、適正な賃金と労働条件を確保する要綱をつくり指導すること。また、契約に際し労働条項に関する指導文書を作成し、業者に徹底すること。これらを実効ある措置にするため、公契約条例を制定すること。
【住民参加の街づくりと住環境整備に対し】

1. 区民の財産であるＪＲ跡地利用については、

1 民間主導の定期借地権による開発ではなく、区民サービスに供する住民参加型の跡地利用に転換すること。

2 現段階での実施方針素案について、早急に区民に対し説明会を開催すること。

2. 大橋ジャンクション及び周辺整備計画について　
1 換気所に、脱硝装置、浮遊粒子状物質除去装置の運転状況をリアルタイムに住民に知らせる電光表示板を設置するよう、首都高速道路㈱に要求すること。また、汚染物質の除去率を100％に近づけること。
2 自動車排ガス測定局・一般環境大気測定局をジャンクション部に設置すること。

3 東京都・首都高速道路株式会社と連携し、ループの屋上、壁面および周辺部、ループ内の最大限の緑化計画をつくること。
3、廃プラスチックの焼却は二酸化炭素など温暖化ガスを増やし、思いもよらない有毒ガスを発生させる危険性が高く中止すること。

４、旧耐震基準の木造住宅耐震改修工事費への助成制度は、上限額を１５０万円に引き上げること。また、木造住宅密集地域については十分な調査をおこない、改修を進めること。古いマンションの耐震化を進めるために、無料の簡易な耐震診断の実施と耐震工事費の助成額の引き上げを行うこと。

５、遅れている区営の高齢者福祉住宅を増設すること。また、借り上げ型については、ワンルームマンションなどの一部借り上げも含め住宅の確保に全力をあげること。ＪＲ跡地の高齢者福祉住宅、区民住宅建設は堅持すること。
以  　上
分 野 別 要 望 
一　平和と民主主義、地方自治・住民自治の発展を

1. 憲法擁護、非核・平和事業の充実を
1 憲法擁護の「目黒区平和都市宣言区」の立場から憲法改悪に反対すること。
2 海上自衛隊のインド洋上での給油活動など、報復戦争を支援する憲法違反の活動に反対すること。
3 「思いやり予算」やグアムへの基地移転経費3兆円など毎年5兆円にも上る軍事費に憲法擁護の立場から反対すること。
4 平和憲法を擁護し、行政や住民の役割と責任を明確にした「目黒区平和条例（仮称）」を制定するとともに、区民ぐるみの核兵器廃絶に向けた行動に取り組むこと。

5 憲法記念日に区主催で憲法擁護の行事を行うこと。

6 平和教育の一環として行われている小中学生の広島派遣人数をさらに増やし、各学校から送れるようにすること。
2. 区民参加をひろげ、住民自治の発展を
1 行政計画にたいする区民意見の取り扱いについては、行政側と違う意見であっても計画を変更するなど、区民の意見が反映される区政をつくること。

2 ０８年度に改定される保健医療福祉計画、介護保険事業計画については、政策立案の段階から公募区民の参加を広げるなど、区民参加を保障すること。

3 審議会、評議会、協議会、懇談会などの公募委員の比率を高め、十分な開催回数など、民主的運営に努めること。
二　区民が主役の民主的行財政運営を

1. 財政力の強化のために、国や都に対し以下の働きかけをおこなうこと
1 都が実施する中学3年生までの医療費の無料化については、特別区も助成対象とすること。
2 住民税10％フラット化の影響については、2008年度も引き続き100％財政措置すること。
3 義務教育費国庫負担金、就学援助に対する児童保護費等補助負担金、私学助成、生活保護費などについてはナショナルミニマムを維持するための国の財政責任を復活、拡充すること。
4 低所得者ほど負担が重い消費税の増税に反対すること。
2. 区の財源確保のために、東京ガス、東京電力、ＮＴＴなど大企業に対する道路占用料については応分の負担を求め、引き上げること。

3. 「不足する財源を捻出するため」、「集中改革期間だから」など根拠のない福祉削減・民営化推進の「行財政改革」はやめること。

4. 区民サービスの後退と行政責任放棄につながる職員削減は中止すること。

三　安心できる地域福祉・保健の実現のために
1. 国に対して以下の内容を求めること。

1 介護保険については、切り捨てられた軽度者へのサービスの拡大と介護労働者がまともに暮らせる賃金を確保できるようにすること。国庫負担の増額で保険料・利用料を下げるとともに、低所得者への減免制度を充実させること。

2  障害者自立支援法については、本人負担の見直しを行うことをはじめ抜本的見直しを求めること。

2. 子どもから高齢者まで全区民を対象とした保健医療福祉計画を展開していく上で、地区保健福祉サービス事務所を各地区の拠点と位置づけること。区民の身近な相談や手続きをはじめ、保健・医療・福祉の関係機関、サービス提供事務所、福祉活動団体等、各種社会資源との連携などの役割が果たせるよう体制を充実すること。重点要求
3. 福祉分野に導入した指定管理者制度による民営化を見直し、直営に戻すこと。また更なる導入を行わないこと。
高齢者福祉の充実を

1. 介護保険制度の改定により縮小したホームヘルプサービスと、現在介護保険で認められていない「通院の付き添い」「散歩、近隣施設などへの外出介助」など、生活実態に合わせたサービス提供を区独自に実施すること。その際、区独自サービスをケアプランの中に盛り込んで使えるようにすること。重点要求
2. 介護施設の食費・居住費の自己負担発生にともなう利用料の負担増については、デイサービス、ショートステイも含めて軽減措置をとること。
3. 介護報酬削減によって厳しくなった民間施設の運営に対して補助を行うこと。
4. 包括支援センターは、人口に見合った数に増設し、直営で行うこと。また、業務の量に見合った職員の増員を行うこと

5. 850人を超える特養ホーム待機者を解消するために、特養ホームの増設、ショートステイの拡充、ミドルステイを実施すること。夜間の看護士配置を区内すべての特養ホームに拡大すること。

6. 地域での在宅を支えるために、小規模多機能型施設などの地域密着型施設の整備を具体化し増設すること。

7. 養護老人ホームや軽費老人ホーム、グループホームを増設すること。グループホームの建設にあたっては、低所得者も入居できるよう用地確保の助成など工夫を行うこと。

8. ミニデイサービスの整備については新たな設置を認めるとともに、その内容を住民まかせにせず、区が場の確保を含め、責任を持って進めること。

9. 困難ケースなどに対応する区のホームヘルパーを増員すること。
10. 区独自に老人入院見舞金や老人医療費助成、介護手当などの制度を創設すること。

11. 高齢者福祉電話料金の補助制度（月2000円）を復活させること。

12. 寝たきりの人ヘの、眼科、耳鼻科の往診を実施すること。

13. 住宅改造助成については、虚弱な高齢者以外にも対象者を広げ、希望する高齢者すべてを対象にすること。また、トイレの増設も認め、低所得者（所得125万円以下）の免除制度を設けること。
障害者福祉の充実を

1. 自立支援法の実施のなかで、

1 地域生活支援事業については、精神の小規模な施設でも現状を維持できるよう助成するとともに、利用料は無料とすること。

2 福祉住宅・グループホームなどの基盤整備と運営経費の補助を増額すること。

3 指定管理者制度によって民営化された福祉工房は、直営に戻すこと。また養護学校卒業生を全員受け入れができるよう施設を増設すること。

2. 福祉のまちづくり基準に沿ったまちづくりの具体化がすすめられるよう計画化を図るとともに、補助金の創設などで民間施設の改善を促進すること。

3. 指定管理者制度により民営化された障害者センターは直営に戻すこと。名実ともに小学生から成人までの一貫した訓練の場として整備すること。
4. 聴覚障害の早期発見を強化するために4ヶ月検診から検査を実施すること。そのために必要な整備をおこなうこと。

5. 障害者・高齢者などの補装具の改良、修理、相談、貸与を含む総合的な補装具センターをつくること。
6. 寝たきり障害者訪問看護制度の一層の拡大をはかり、一般医療機関に委託することも検討し訪問リハビリの採用、訪問回数の増加など制度の拡充・強化をはかること。

7. 障害者に対する介護券の支給については、ひとりひとりを単位として規定枚数を発行すること。

8. 障害者の緊急一時保護については、24時間、土日も含めた受け入れ体制を確保すること。

9. 区として障害者の雇用を拡大するとともに、区が障害者の仕事のあっせんに取り組むこと。障害者の就労・生活支援活動に対する補助制度を創設すること。

10. 障害者のための福祉電話の対象範囲を拡大すること。

11. 福祉タクシーの対象範囲を、難病指定からはずされた者と７０歳以上の高齢者にも拡大し、回数券の金額をふやすこと。また、回数券支給については郵送にし、郵送料の自己負担は行なわないこと。

12. リフト付き福祉タクシーの利用時間を延長すること。利用者の自己負担増を行わないこと。

13. 入浴サービスなど、介護サービスにともなう福祉タクシーの利用については、ヘルパーの費用への補助制度を設けること。

14. 身障者の運転免許取得の検定料補助を行うこと。身障者用自動車の改造費補助を増額すること。

15. 区立の精神障害者のための作業施設をつくること。民間の精神障害者作業施設に、区の施設を提供すること。

16. 障害者団体の行事にかかわるボランティアの人件費補助をおこなうこと。

17. 被爆者援護条例を制定し、見舞金の増額、鍼・灸などの援助、被爆団体の墓参、調査費など助成を拡大すること。

18. 高次脳機能障害支援事業を実施すること。

19. ストマケアに必要な医療用品については全額補助すること。
四　子どもの権利を守り、安心して産み育てられる環境を

1. 「子ども条例」に基づいて、シンポジウムを開催するなど、多くの区民が条例の趣旨や国連子どもの権利条約の理解を深める機会をもうけること。
2. 保育所の待機児解消は、公設公営の保育園を増設し行うこと。

3. 公的保育制度の崩壊につながる認定こども園の整備は、中止すること。重点要求
4. 南保育園の耐震改築・改修は早急に行うこと。さらに私立、認可外保育園の耐震診断を行い、早急に改築・改修をするよう支援すること。
5. 私立保育園の１歳児以上の定員割れに対する補助金を支給すること。
6. 私立保育園の13時間開所、０歳児の延長保育実施園には、正規職員を１名増配置すること
7. 公立保育園の延長保育は０才児を含めすべてを対象とし、特別料金の徴収はやめること。また、０才児の延長保育に対しては職員を増配置すること。
8. 障害児保育の位置づけを明確にし、重度障害児の長時間保育の保障と必要な正規職員の配置など体制を強化すること。また療育という点も考慮し、医師・専門家との協力体制を含めた適切な人員配置を行うこと。
9. 障害児を含めた一時保育を区として行うこと。重点要求
10. 認可外保育園の保育料助成の対象に低所得者世帯も加えること。
11. 保育室制度を守り充実するよう、東京都に対し働きかけること。

12. 保育室補助要綱の作成にあたっては、現行の水準を守り充実させること。

13. 区の保育行政の補完をしている無認可保育所に対する助成は、安定的な運営を図れるよう援助と助成を拡充すること。また、中小企業退職金共済制度の負担金補助を行うこと。

14. 認証保育園の保育内容を向上させるために、助成制度を充実させること。
15. 私立幼稚園の入園料補助を増額すること。重点要求
16. 私立幼稚園の運営費補助を増額すること。
17. 保育園・学童保育クラブの公私格差是正を行なうとともに、公私立の職員の交流・研修を行うこと。

18. 平町老人いこいの家に整備する大岡山学童保育クラブは直営で行うこと。

19. 一学童保育クラブあたり正規３人の職員体制に戻すとともに、障害児保育の職員は正規職員にすること。

20. 障害児の学童クラブの受け入れは希望する児童のすべてを受け入れ、そのために必要な施設改善と職員の増員を行うこと。

21. 学童保育の障害児の送迎に対応できるよう、通学等介護人派遣制度などを創設すること。

22. 未整備地域の児童館増設を急ぐこと。また、中・高生にも利用できる魅力のある居場所として児童館機能を拡充すること。

23. ひとり親（母子・父子）家庭医療費助成制度の対象拡大のために、所得制限の緩和を行うこと。
五　生活保護世帯や低所得者への援助のために

1. 生活保護の申請権を擁護し、「水ぎわ作戦」といわれているような窓口での申請妨害を行わず受理すること。重点要求
2. 生活保護受給者が区役所閉庁時でも医療を受け入れられるように、区独自で「医療証」に代わるものを発行すること。

3. 生活保護世帯への夏季・冬季見舞金を元に戻し、さらに充実すること。重点要求
4. 国に生活保護制度の後退となる保護費の減額、老齢加算の廃止、母子加算の廃止などを直ちに見直し、元に戻すよう求めること。

5. 税制改革によって苦しめられている低所得者の暮らしを守るため、所得125万円以下の区民の住民税を非課税とすること。国保・介護保険での減免制度の拡充を行うこと。重点要求
六　区民の健康を守るために
1. 「特定健診」について

1 メタボリックシンドローム対策に限定した特定健診項目に限定せず、従来の４０歳以上健康診査項目を確保すること。とりわけ、心電図、血色素検査、クレアチニン検査など心臓病や肝臓病予防に関わる検査項目を加えること。重点要求
2 健診料金については、受信者からの自己負担は徴収しないこと。重点要求
3 特定保健指導については、健診を行った医療機関でも指導が行なえるようにすること。また、日常の診療に役立てるためにも、検査の結果を健診を行った医療機関に報告すること。

4 無保険者及び保険料の滞納によって保険証を取り上げられた区民であっても健診を保障すること。重点要求
2. 各種ガン検診は希望するすべての人が受けられるようにすること。

3. 低所得者に対し、針・灸・マッサージ等保険外治療の助成措置を講じること｡

4. 保健所の充実と活動の改善強化をはかるために

1 医師、保健師などの増員と精神保健相談員、医療ケースワーカー、ＯＴ、ＰＴ、言語療法士を配置すること。

2 保健所における精神衛生相談、環境衛生、食品衛生活動の強化をはかるなど、地域における保健衛生活動の第一線機関として多面的な活動の強化をはかること｡

3 アレルギー対策については、保健所が中心となって、医師、保育園・学校の栄養士等との連携をはかること｡

4 特定健診における歯科検診を節目だけでなくすべての対象者に拡大をはかること｡

5 リハビリ教室に送迎バスを運行すること｡
5. 妊産婦健診の無料化を１４回まで行うこと。重点要求
6. 水痘の予防接種に補助をおこなうこと。

7. 各地で公衆浴場がなくなっている。保健衛生の立場で経済課とも連携をとりながら浴場確保に努めること。

七　国民健康保険制度の充実のために

5. ７５歳以上の高齢者に大きな負担を強いる後期高齢者医療制度については、４月からの実施を中止するとともに、制度の撤回を国に求めること。国が制度を強行した場合においても、区として高齢者の医療を守る立場で以下のことを行うこと。重点要求
1 保険料については、東京都広域連合に対して以下の要望を行うこと。「支払い可能な保険料とし、被保険者の保険料額は、応能負担を原則とし、保険料の減免措置を拡充すること」「年額１８万円以上の年金受給者からの機械的な天引きはやめること」

2 高齢者の負担や区の超過負担が生じないよう、必要な財政措置を国や東京都に求めること。また、特定検診については「国民健康保険」と同様の財政支援を求めるとともに、自己負担を徴収しないこと。

3 広域連合の施策にかかわらず、目黒区独自の保険料減免措置を策定すること。

4 滞納者に対する保険証の取り上げ、短期保険証の発行などは行わないこと。

6. 国民健康保険料の値上げに反対し、引き下げること。当面、均等割分に区負担の特例を設け引き下げること。重点要求
7. 急激な収入の減少に対応する国保料減免制度は、基準が厳しくほとんど利用できない状況である。基準を緩和するとともに内容を広報その他で周知徹底をはかること。減免該当者の過年度分の滞納額は免除すること。

8. 高額療養費自己負担限度額を超える部分の現物支払いについては、入院だけでなく外来についても適応すること。（実施方法としては、限度額を超えることが予測される場合、限度額を区に前払いし、超えた分は現物支給とする。）
9. 保険証の取り上げにより、医療機関にかかれず病気の重度化が大きな社会問題となっている。窓口で１０割負担となる資格証明書の発行はやめること。短期保険証の発行にあたっては、留め置き措置は原則行わないこと。重点要求
八　区内業者・商店街を支援し、目黒区の商工業の振興を
1. 目黒区が発注する契約において、不当な賃金切り下げや不払い、長時間・過密労働を規制し、適正な賃金と労働条件を確保する要綱をつくり指導すること。また、契約に際し労働条項に関する指導文書を作成し、業者に徹底すること。これらを実効ある措置にするため、公契約条例を制定すること。重点要求
2. 親会社や元請け企業などによる下請け業者に対する仕事の打ち切り、単価の切り下げをやめさせるとともに、当面、資本金一千万円以上の区内各業者に対し、「下請け代金支払遅延防止法」の順守を申し入れること。

3. 目黒区全体を対象とした「商店街振興プラン」だけでなく、街づくり、コミュニティの核となる一つひとつの商店街の育成のため、行政がリードして個別商店街と地域住民の検討の場を設けること。

4. 商店街整備助成については、助成率を元の80％に戻すとともに、街路灯の修理への補助を大幅に増額すること。
5. 大型店については、近隣商店街や住環境へ影響を及ぼす交通、駐車場対策をはじめ、深夜営業や元旦営業についても是正を働きかけること。
6. 中小企業センターを創業支援、技術向上、研修、交流、展示、情報発信などの機能が発揮できるよう、産業振興のセンターとして位置づけ、専門家など人的体制を充実させること。

7. 若者の就労支援の強化のために、企業と若者が直接面談できる就職説明会を区独自で開催すること。

8. 若者、女性の起業家や零細業者を対象に｢工場・店舗家賃助成制度｣を創設すること。

9. 区有施設の計画修繕、機能改善工事については、区内業者を優先すること。

10. 「ワークサポートめぐろ」のなかに、技術や資格の取得、職業訓練などへの相談・支援体制をつくるとともに、そのための資金の貸し出し制度を設けること。

11. 休日の消費者相談体制をさらに拡充すること。また、多重債務相談については、弁護士等の紹介だけでなく解決まで支援を行うこと。
12. 中小企業センター会議室にパソコンの習得や研修・講演会などに活用するため、一定数のパソコンを整備すること。さらにインターネットが利用できるようにすること。
13. 公衆浴場については、浴場関係者・利用者の意見も聞き、他の自治体でおこなわれている公設民営化など、抜本的な確保策を具体化すること。また、緊急な対応策として、公衆浴場の認可を受けている浴場（スポーツセンターなど）が利用できるよう、事業者に働きかけること。

九　住宅・定住対策をすすめるために
 
1. 公営住宅法施行令の「改正」によって、入居収入基準、家賃制度の見直しが行われ、来年四月から施行が予定されているとともに、単身者年齢の引き上げや使用継承の見直し等が行われた。住宅の困窮する住民に低廉な家賃の公営住宅を提供することは、国や自治体の責務であり、区として以下の対応を行うこと。

1 入居収入基準、家賃制度の見直を中止するよう国に働きかけること。

2 区として、親子間（一親等）の使用承継を維持すること。

3 使用料の減免制度については、非課税年金者（税制改定によって新たに課税となった世帯を含む）を使用料の免除対象に加えること。
4 東京都に対し、凍結している都営住宅の増設を強く求めること。

2. 遅れている区営の高齢者福祉住宅を増設すること。また、借り上げ型については、ワンルームマンションなどの一部借り上げも含め住宅の確保に全力をあげること。ＪＲ跡地の高齢者福祉住宅、区民住宅建設は堅持すること。 重点要求
3. 都営碑文谷母子アパートの建て替えを早急に行なうよう東京都に働きかけること。

4. 各種家賃補助制度を継続し、さらに拡充(金額・対象・期限・人数・内容)するとともに、新婚家庭や青年層への新たな家賃助成制度を新設すること。また、行革を理由とした基準の引き下げを行わないこと。

5. 既存の区営住宅のエレベーター設置を促進すること。
6. 住宅修築資金限度額の引き上げと貸し付け条件の緩和、申請手続きなどの改善をはかり、利用しやすいようにすること。
7. 車椅子対応の障害者住宅、通勤寮、生活寮などの整備計画の目標量を引き上げ、増設するとともに、充分な家賃補助を行うこと。
十　住民参加の街づくりと住環境整備に向けて
3. 区民の財産であるＪＲ跡地利用については、重点要求
1 民間主導の定期借地権による開発ではなく、区民サービスに供する住民参加型の跡地利用に転換すること。

2 現段階での実施方針素案について、早急に区民に対し説明会を開催すること。

4. みどりの条例の改正にあたっては、
1 緑被率目標20%の実現に向けて、現存する緑が保護できるように事前協議を徹底するなど、事業者に対する行政の指導権限を強化すること。また、面積だけでなく植栽する樹木の基準を決めるなどボリュムを持たせること。接道緑化や保存樹の促進を図るため、支援制度を拡充すること。
2 崖地、寺社、屋敷林などまとまったみどりを残すシステムをつくること。

5. 公園・緑地の少ない原町、目黒本町、南などの地域に早急に公園を増設すること。
6. 木造住宅密集地域における、安全な地域環境めざす住民の自主的なまちづくりへの支援を強めること。

7. 総合治水事業は、都市型豪雨災害が深刻化する中、緊急重要課題になっている。透水性舗装の広域化や浸透性雨水マスの設置に努めるとともに、地表を多く残し、緑地の保全・拡大を進めるよう民間にも呼びかけること。また、新たな助成制度をつくり、雨水貯留タンクの普及を促進すること。

8. 自転車等放置防止条例の改正にあたっては、５００㎡以下の店舗、銀行等にも自転車置き場の設置を義務付けること。また、区の財政負担が大きい駐輪場の用地確保に向け、鉄道事業者等の責務を強化すること。

9. 住宅地におけるマンションや企業および営業用の立体駐車場を規制すること。

10. 中央町の補助２６号線整備に当たっては、環境アセスを実施するとともに、住民の合意なしに強行しないこと。
十一　公害のない環境をつくるために

1. 大橋ジャンクション及び周辺整備計画について　重点要求
1 換気所に、脱硝装置、浮遊粒子状物質除去装置の運転状況をリアルタイムに住民に知らせる電光表示板を設置するよう、首都高速道路㈱に要求すること。また、汚染物質の除去率を100％に近づけること。
2 自動車排ガス測定局・一般環境大気測定局をジャンクション部に設置すること。

3 東京都・首都高速道路株式会社と連携し、ループの屋上、壁面および周辺部、ループ内の最大限の緑化計画をつくること。
2. 上目黒１丁目再開発の緑化については、ＣＯ２の排出量、大気浄化、風害対策にふさわしい量を確保すること。また、財政負担を首都高速に要求すること。
3. 都の建築物環境計画書制度に準じて、1万㎡以下（当面５千㎡以上）の新築・増築する建物を対象にした要綱を作り、ヒートアイランド対策を強化すること。また、建築説明会等の説明項目として加えること。

4. 風力、太陽など自然エネルギーの公共施設での利用を促進すること。また、個人住宅に普及させるため、助成制度をつくること。

5. 東京大気汚染公害訴訟の和解内容をふまえ、極小粒子状物質（ＰＭ2.5）も調査対象に加えること。また、局地汚染のひどい大橋地域や環7沿道地域において、早期に大気浄化システム・機械脱硝・電気集塵設備を導入するなど、総合的な対策を推進すること。

6. 首都高速環状品川線については、環6アセス、トンネル内の安全性アセスを含め、環境への影響を明らかにさせること。中目黒換気所に脱硝装置をつけさせること。換気所、出入り口付近では健康調査を含めた現況調査をきめこまかく行わせること。

7. 住民が自主的に行っている大気汚染測定カプセルへ助成すること。

8. 廃プラスチックの焼却は二酸化炭素など温暖化ガスを増やし、思いもよらない有毒ガスを発生させる危険性が高く中止すること。重点要求
9. 容器包装プラスチックの資源回収について区民の周知を徹底すること。
10. 民間の福祉・教育関係施設のごみ収集料については、区が補助を行うこと。

11. ごみの収集については、戸別収集をさらに拡充すること。また、制度の周知を図ること。

12. 生ごみ処理器については、全小中学校に配備すること。

十二　災害から区民のいのちと財産を守るために
1. 旧耐震基準の木造住宅耐震改修工事費への助成制度は、上限額を１５０万円に引き上げること。また、木造住宅密集地域については十分な調査をおこない、改修を進めること。古いマンションの耐震化を進めるために、無料の簡易な耐震診断の実施と耐震工事費の助成額の引き上げを行うこと。重点要求
2. ５トン、40トンの貯水槽の設置については、遅れている地域の目標を早急に達成させること。街頭消火器設置は南部など火災危険度の高い地域への増配備など、基準にとらわれずに設置をすすめること。

3. 食糧の備蓄については、区の責任で当面、３日分に引き上げること。また、備蓄場所として学校の空き教室などを活用すること。

4. 第一次避難場所や広域避難場所にいたる経路等の安全性確保のため、窓ガラス、屋外広告物等の落下物危険防止対策および夜間の避難安全対策や誘導標識の設置をはかること。

5. 消防団員の健康管理と待遇改善をはかるとともに、効果的訓練が実施できる場所の提供、詰め所の設置、装備の充実・近代化をはかること。また、市民消火隊の活動を援助し、必要な資器材の配備をすすめること。

6. 火災・水害見舞金を増額すること。
7. ねたきり高齢者や重度障害者、視力障害者など自力での避難に困難をともなう人々のために、特別の対策を講じること。また、点字マニュアルも整備すること。

8. 放射能や危険物を取り扱う施設やガソリンスタンドなどの実態を、東京消防庁とも協力し、調査・把握すること。

十三　民主的でゆきとどいた学校教育を実現させるために

1. 教育委員会は、日本国憲法の下でどの子にもゆきとどいた教育をすすめるために、教師、子ども、父母、地域の人たちが子どもの現状をリアルつかみ、教育の課題を明確にするとともに、解決のための論議する場を設定すること。そうした取り組みをすすめる中で「めぐろ学校教育プラン」は見直すこと。
2. 戦争を美化し、歴史事実を歪曲する教育は行わないこと。内心の自由を侵す君が代・日の丸の強制を行わず、国や東京都に対しても行わないよう求めること。

3. 少人数学級を区独自で行うこと。さらに国の責任で少人数学級の実施と、東京都に対しては他の自治体にならい、早急に少人数学級を実現することを働きかけること。重点要求
4. 教育現場に競争原理を持ち込む国や都の学力テストについては参加をやめ、区の学力調査を中止すること。重点要求
5. 学校間格差と競争を持ち込む学校希望選択制は見直すこと。

6. 少人数指導は、学校・教職員の主体性を尊重すること。また少人数指導に対応した教室を確保すること。
7. 学校給食の適正な水準を確保するためにも直営校を残すこと。

8. 学校警備員、学童擁護員は子どもの安全と教育的観点から復活の方向で見なおすこと。

9. 子どもの読書環境を充実させるために、当面、目黒中央中学校に司書を配置し、順次、学校図書館に専任の司書（当面はアルバイト職員でも可）を配置すること。また、区独自に図書費を増やし、学校図書を抜本的に改善・充実させること。

10. 障害児が在籍している普通学級ならびに心障学級・幼稚園で、補助員が配置されていないところに補助員、副担任あるいは介助員を配置すること。

11. わかたけ学級における重度障害児の指導を充実させるために必要な看護師は常勤とすること。

12. ＬＤ（学習障害）、ＡＤＨＤ（注意欠陥多動性障害）、高機能自閉症（知能面の遅れをともなわない自閉症）など、「軽度発達障害」児に対する教育支援のために、教員の増員や福祉・医療機関との連絡調整、専門家の定期的な巡回相談など、実態に即した支援体制をつくること。

13. 興津健康学園は、廃止しないこと。中学生を含め対象者を拡大させるとともに夏期の短期利用など行うこと。児童指導員は寄宿舎での子どもの生活指導の重要性から見て安易な非常勤化はおこなわないこと。重点要求
14. 一部の生徒のための海外派遣は廃止し、多くの子どものための国際理解教育に改めること。

15. 父母負担軽減のために修学旅行などの学校行事ならびに、音楽・体育授業などに必要な教材や被服費等への補助を行うこと。また、多子世帯の支援をおこなうこと。

十四　教育環境整備のために

1. 実施計画の範囲にとどめることなく、老朽校舎の改修・改築計画を早急につくること。

2. 校舎の雨漏り対策、校庭の整備、特別教室など、教育環境改善が必要な個所の修繕、改修をおこなうこと。また、多くの学校で要望が出ている雨漏り対策については、屋上の改修、校舎の外壁塗装など、緊急対策を講ずること。重点要求
3. 全校のトイレを調査し、悪臭の対策や明るさの確保など改修を行うこと。また洋式トイレを設置すること。
4. 児童・生徒の男女別更衣室を整備すること。

5. 給食室のドライ方式化の年次計画をつくり、改善を急ぐこと。

6. 教育施設(北軽井沢、八ヶ岳施設を含む)のバリアフリー化を促進すること。

7. すべての身障学級に遊戯室を設置するとともに、衛生面など抜本的な施設改善を行うこと。

8. 学校運営費は、現場の実態を十分つかみ必要な増額をおこなうこと。

十五　社会教育、社会体育を充実させるために

1. 区民の学習権を保障する立場で社会教育施設の民営化を行わないこと。
2. 申請社会教育学級への支援については「５年未満」の申請基準をなくし、増額すること。

3. 社会教育講座の削減及び有料化はおこなわないこと。

4. 社会教育施設の夜間使用時間の延長を検討し実施すること。
5. 区民が一人でも気軽に参加でき、スポーツに親しむ機会を提供している体育施設での一般公開事業や教室、講習会の削減はおこなわないこと。

6. 区民センターターホールは電話でも仮申込みができるようにすること。
7. 区民センターホール施設のバリアフリー化や音響設備などの改修を早急に行うこと。

8. プール施設においては、握力の弱い高齢者などが利用できる水着用脱水機を整備すること。

9. レクリエーションホールのある施設に更衣室を設置すること。
10. 図書館は教育基本法、図書館法の立場を堅持する立場から、図書館業務の民間委託は中止し、司書資格を有する非常勤職員などの活用を図ること。

11. 図書館の資料費の増額をはかること。

12. 図書館利用者懇談会を図書館法に基づいた協議会に位置づけ、図書館運営についての住民参加を促進すること。
13. 図書館運営に当たっては障害者サービスを充実するため、障害者団体等との懇談会を開くこと。
14. 子どもが本に親しむ環境を充実させるために、子ども図書を充実するとともに、学校や児童館、保育園との連携を強めるための職員を増員すること。
15. 芸術文化振興条例の趣旨をいかし、区民の芸術文化活動の支援を積極的に進めるため予算措置をすること。また、区内の伝統芸能を保存しその普及につとめること。
以　　上
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